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令和６年１月７日 

日本下水道事業団 

 

令和６年能登半島地震への対応について（第３報） 

 

（概要） 

日本下水道事業団（JS）では、令和６年能登半島地震への対応として、下水道施

設の早期復旧を支援するため、被災地へ下水道技術者を追加派遣します。 

 

日本下水道事業団（JS）では、令和６年能登半島地震への対応として、本社内に災

害対策本部を設置するとともに、関東・北陸総合事務所に災害対策本部を設置して対

応しているところです。 

今般、石川県内の下水道施設の早期復旧の支援にあたり、被災地の処理場・ポンプ

場の被害状況の確認を加速化するため、下水道技術者を中心として、職員を現地へ追

加派遣します。 

引き続き、下水道施設に係る被害状況の確認を行うとともに、関係地方公共団体等

からの要請に応じ、必要な支援に取り組んで参ります。 

 

・JS 先遣隊（0 次調査隊）の追加派遣 

（1）派 遣 先：石川県内 

（2）派遣職員：追加派遣９名（計 12名） 

 第 1班 関東・北陸総合事務所職員（３名）（第２報のとおり） 

 第２班 関東・北陸総合事務所職員（３名） 

 第３班 本社職員（３名） 

 第４班 本社及び関東・北陸総合事務所職員（３名） 

（3）派遣期間：  

 第 1班 令和６年１月６日（土）～令和６年１月９日（火）（第２報のとおり） 

 第２班 令和６年１月７日（日）～令和６年１月９日（火） 

 第３班 令和６年１月８日（月）～令和６年１月 12日（金） 

 第４班 令和６年１月８日（月）～令和６年１月 12日（金） 

 

＜問い合わせ先＞ 

日本下水道事業団 

事業統括部事業調整課 

 事業調整課長 坂口 武史 

 TEL：03-6361-7829 



 
 

経営企画部広報課 

広報課長 豊住 朝子  

TEL：03-6361-7808 
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